
サステナブルファイナンス

取り組み方針

環境・社会課題に関する国際的な動きが加速しており、脱炭素社会に向けた実質的な取り組みが一層求められるなか、その実現を支
援するサステナブルファイナンスも重要性を増しています。当社グループの方針について幅広いステークホルダーの皆様の一層の認
知向上を図り、資金調達の多様化と脱炭素社会の実現を促進するため、サステナブルファイナンスに積極的に取り組んでいきます。

フレームワークの特徴

グリーンファイナンスフレームワーク
当社グループでは、機動的なグリーンボンドおよびグリーン
ローンの実施に向けて、「グリーンファイナンスフレームワーク」
を策定しています。本フレームワークでは、国内外の環境認証
を網羅的に適格基準として設けて、国内・海外のいずれのプロ
ジェクトにも対応可能となっています。第三者機関であるムー
ディーズ・ジャパン株式会社から「セカンドパーティ・オピニオ
ン」を取得し、SQS2のサステナビリティ・クオリティスコア（非常
に高い）を取得しました。

サステナビリティ・リンク・ファイナンスフレームワーク
当社グループでは、SPTsやレポーティング等のサステナビリ
ティ・リンク・ファイナンス要件を統一的に定義した「サステナビ
リティ・リンク・ファイナンスフレームワーク」を策定しています。
第三者機関であるムーディーズ・ジャパン株式会社から「セカン
ドパーティ・オピニオン」を取得し、SQS2のサステナビリティ・
クオリティスコア（非常に高い）を取得しました。

サステナブルファイナンスの実績（2023年度末時点）

グリーンボンド（GB）・グリーンローン（GL）
グリーンプロジェクトへの投資資金を資金用途として発行する
社債・借入。2023年5月、業界過去最大となる1,300億円のグ
リーンボンドを発行。

グリーンボンド・グリーンローン充当済み物件事例
■  東京ミッドタウン八重洲 八重洲セントラルタワー
■  50ハドソンヤード
■  日本橋室町三井タワー

ポジティブ・インパクト・ファイナンス（PIF）
環境・社会・経済にインパクトをおよぼす企業活動について中
長期的な目標・KPIを策定し、金融機関から評価を受けて実行
される借入。

評価テーマ
■  環境負荷低減とエネルギー創出
■  街づくりを通した「超スマート社会」の実現
■  健やか・安全・安心な暮らしの実現
■  多様な人材が活躍できる社会の実現

サステナビリティ・リンク・ローン（SLL）
サステナビリティ目標の達成により金利優遇を得られる借入。

取り組み目標（SPTs）
2023年度の温室効果ガス排出量削減のScope 1＋Scope 2
における温室効果ガス排出総量を46.2％削減（2019年度比）
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サプライチェーンマネジメント

三井不動産グループ　サステナブル調達基準

当社グループは、オフィスや住宅などの生活基盤を支える企業
グループとして、より高い水準で社会的責任を果たしていく責
務があると認識しています。その遂行のためにESG課題の解決
に資するサステナブル調達の推進をサプライチェーン全体で取
り組むべきであると考えています。その基本的な指針をまとめ
た「サステナブル調達基準」を策定し、2018年12月にホーム
ページで公表するとともに、主要取引先に対して通知していま
す。2022年2月には人権デューデリジェンスの実施に向け改訂
を行い、発注に携わる当社グループと取引先の双方が遵守す
べき事項、または積極的に推進すべき事項における基本指針
を盛り込みました。
当社グループで共有し、事業内容に沿った発注および契約プロ

セスを構築・運用するとともに、取引先に対してもさらなる周
知、理解を求めていく考えです。持続可能な社会の実現に向
け、サプライチェーン全体でサステナブル調達の推進に取り組
んでいます。

■ サステナブル調達基準　項目一覧

1.法令等の遵守
2.事業活動における人権尊重
3.労働に係る人権尊重
4.安全で健康的な労働環境
5.企業倫理の確立

6.品質の確保
7.環境への配慮
8.情報セキュリティ
9.危機管理・事業継続計画

■ 調査実施先・実施時期

■ 2021年度：大手ゼネコン6社
■ 2022年度：大手警備会社3社

大手清掃・設備管理会社3社
■ 2023年度：中堅ゼネコン22社

小規模ゼネコン・工務店84社

■ 調査内容

①アンケート調査
②現場検査 
③本社への訪問ヒアリング

サプライヤーへの調査と対話

人権リスク評価の結果、当社グループ事業のESG課題との関連
性が高く、影響が大きいと判断をしたゼネコン等の既存サプラ
イヤーを対象に、重要なESG課題を把握し理解を深めるため、
サステナブル調達基準に沿って調査と対話を実施しています。

今後の課題
調査の結果、一部の企業において、以下の点に課題が見られま
した。

ゼネコン・工務店
● 長時間労働やそれらによる健康問題への対策
● 外国人技能実習生に対する技術指導の確実な実施
● 労働基準法の遵守の徹底
● 原材料調達先で人権・環境問題がないかのチェックや木材調
達における違法伐採木材への対策

● 腐敗防止

警備会社、清掃・設備管理会社
● 長時間労働やそれらによる健康問題への対策
● 転倒・つまずきなどの業務災害対策
● 腐敗防止

課題を踏まえたサプライヤーへの働きかけ
調査結果を踏まえ、取り組みに不十分な点がある発注先に対
し、現状ヒアリングと、今後の改善に向け対話・働きかけ（エン
ゲージメント）を行いました。今後も継続的に、追跡調査（モニ
タリング）や対話を行っていく予定です。

改善に向けた働きかけを実施した発注先（2024年3月実施）
● 中堅ゼネコン2社
● 小規模ゼネコン・工務店4社

総額

10,654億円
（2023年度末時点）

主な取り組みの詳細は、当社ウェブサイトをご覧ください。
https://www.mitsuifudosan.co.jp/esg_csr/society/04.html

環境への主な取り組み

※ 四捨五入により、合計値が100％にならない場合があります。
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人権への取り組み

取り組み方針

三井不動産グループでは、基本的人権を尊重するとともに、事
業活動を展開する各国での労働者の人権に関する法令を遵守
しています。

人権に関する基本的な考え方
当社グループは、事業活動を行うそれぞれの国や地域で適用
される法令を遵守します。
（1）人種、国籍、宗教、性別、年齢、障がい、性的指向などに基づ

くあらゆる差別を排除します。
（2）セクシュアルハラスメント・パワーハラスメントを含む一切

のハラスメントを容認しません。
（3）「児童労働」「強制労働」を認めません。
（4）「結社の自由」「団体交渉の権利」を尊重します。

また、「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」お
よび国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」において定めら
れた労働に関する基本的権利を支持、尊重しています。さらに
国際的に認められた基本的人権が認められない国・地域にお
いても、基本的人権を尊重するための方法を追求していきます。

人権啓発への取り組み
人権に関する社員行動基準を設け、社内に「公正採用選考人権
啓発推進委員会」を、グループ各社との間で「公正採用選考人
権啓発連絡会議」を組織し、グループ全体で人権が尊重される
ための体制を構築しています。そのほか、全社員を対象とした
人権啓発研修を実施するなど、継続的な人権に対する理解と
啓発を図っています。

人権デューデリジェンスの実施

2020年に「国連ビジネスと人権指導原則」に則り人権デュー
デリジェンスを実施。人権方針の「別紙」にある人権に関する重
点課題を特定しました。継続的に人権へのインパクトを評価
し、特定された負の影響の防止・軽減に取り組み、モニタリング
していきます。

人権インパクト評価
グループ全体（主に日本国内）の新規・既存事業における人権
インパクトの評価を以下の手順にて実行しました。この評価は

労働問題や健康と安全に関する人権課題も含んでいます。イン
パクトの評価にあたっては、弁護士の佐藤暁子氏にも意見をい
ただきました。今後も引き続き定期的に意見をいただく機会を
設けていきます。
重要な人権インパクトの抽出は、事業ごとに、当社活動や取引
が引き起こしうるステークホルダーと、人権への負の影響を洗
い出したうえで（全202項目）、国連指導原則が求める「人権に
およぼす深刻度」等の観点から、当社特有の「重要な人権課題
（人権インパクト）」を絞り込みました（全42項目）。

事業に関連する人権課題への取組状況の調査
当社グループの事業における人権デューデリジェンスとして、
2022年度に、4つの事業部門と10グループ会社に対し、人権
尊重の取り組みに関するアンケート調査を行いました（一部の
グループ会社にヒアリングも実施）。
調査の内容は、人権方針を策定した際に特定した42の人権課
題のうち、事業部門・グループ会社の業務で関連の大きい15課
題について、人権侵害を防ぐための社内体制や、マニュアル・
手順の周知、研修の実施状況などを調査しました。

人権インパクトの特定のためのステークホルダー・エン
ゲージメント（2020年10月26日、2021年8月2日実施）
人権インパクトの特定のため、弁護士の佐藤暁子氏にご意見を
いただき、グループ人権方針の策定、サステナブル調達基準の
改訂、人権デューデリジェンスの実施等にあたり、いただいた
意見は可能な限り反映しています。今後も「ビジネスと人権」へ
の取り組みの推進過程で折に触れ意見をいただく予定です。

■ 人権インパクトの評価手順

②インパクトの
洗い出し

①ステークホルダーの
確認・整理

③重要な人権
インパクトの抽出

④取り組みの
優先順位付け

■ ステークホルダーと人権への負の影響の抽出

ステークホルダー
－

◯

－

－

◯

◯

◯

◯

事業

管理運営

全セグメント共通（正規／非正規）

全セグメント共通（正規／非正規）

賃貸 分譲 仲介 請負等

◯（投資家含む）

◯

－

◯

◯

－

◯

◯

グループ従業員

サプライヤー従業員

テナント従業員等

購入者・発注者等

建物利用者・来訪者等

地域住民・地元事業者等

－

◯

－

◯

■ 「深刻度」と「発生可能性」に基づく絞り込み

深刻度　高

深刻度　中

深刻度　低

直接

間接

直接

間接

直接

間接

発生可能性 低（10年に1回未満） 中（3年に1回未満、10年に1回以上）

この領域に入る項目を「重要な人権課題（人権インパクト）」として抽出

高（3年に1回以上）

■ 人権に関する重点課題

■ 職場における差別やハラスメント、その他不当な扱いの禁止
■ 安全で健康的な労働環境の確保
■ 街づくりにおける安心・安全と健康への配慮
■ 事業活動におけるマイノリティへの配慮および不当な差別の禁止
■ 事業活動におけるお客様・関係者の皆様との十分なコミュニケーション

救済メカニズムへの取り組み

当社は、日本国内の外国人労働者の課題解決を図るため多様
なステークホルダーにより2020年1月に設立された「責任あ
る外国人労働者受入れプラットフォーム（JP-MIRAI）」の会員で
あり、JP-MIRAIが2022年5月より開始した「外国人労働者相
談・救済パイロット事業」に参画しております（当社を含め民間
企業8社が参画）。この事業は、外国人労働者に対する情報提
供から多言語相談窓口、独立性・中立性の高い紛争解決までの
一貫したメカニズムおよび人権リスク情報の企業へのフィード
バックをパッケージ化した、日本初の取り組みとなります。具体
的には、JP-MIRAIが参加企業の外国人労働者に対して「①日

本で就労するにあたり有用な情報提供を行うポータルサイト
の開設」、「②母国語を使えることで心理的なハードルが下がる
相談窓口の開設」、「③自力で解決が難しい問題に対処する伴
走支援」、「④雇用者と紛争になった場合の法定外紛争解決メ
カニズム利用」を提供するとともに、サービス提供において収
集したデータから外国人労働者の抱える課題を分析します。当
社はJP-MIRAIからフィードバックされた外国人労働者に関す
る人権侵害のリスク情報を活用し、サプライチェーンマネジメ
ントおよび人権デューデリジェンスの強化に努めてまいります。

ことのは総合法律事務所。国連開発計画（UNDP）ビジネスと人権 リエゾンオフィサー。現在、
ビジネスと人権の問題について、人権方針、人権デューデリジェンス、ステークホルダー・エン
ゲージメントのコーディネート、政策提言などを通じて、ビジネスと人権の普及・浸透に取り組む。 佐藤 暁子氏

主な取り組みの詳細は、当社ウェブサイトをご覧ください。
https://www.mitsuifudosan.co.jp/esg_csr/society/03.html

社会への主な取り組み
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